
１．基本情報

２．独立役員・社外役員の独立性に関する事項

a b c d e f g h i j k l
該当
なし

1 社外取締役 ○ 　 ○ 有

2 社外取締役 ○ ○ 有

3 社外取締役 ○ ○ 有

4 社外取締役 ○ ○ 新任 有

5 社外監査役 ○ △ 有

6 社外監査役 ○ ○ 有

7 社外監査役 ○ ○ 有

8 社外監査役 ○ ○ 新任 有

３．独立役員の属性・選任理由の説明
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福澤元氏は、株式会社みずほフィナンシャルグループにて要職を歴任後、保土谷化学
工業㈱常務執行役員に就任しました。金融業、製造業という異業種の経営へ参画した
経験により、多角的な視点に基いた監査を遂行できることが期待されるため、当社社
外監査役として選任し、その職責を果たしていただいております。
また、一般株主と利益相反が生じるおそれがないこと、社外監査役として独立した立
場で経営の監督を行っていることから、独立役員として指定しております。

小室　真吾

堤　あづさ

独立役員届出書の
提出理由

柴山敦氏は、秋田大学において、一貫して資源処理・リサイクル工学などの国際資源
学の研究に携わってきました。資源保有国の現地研究機関や鉱山・製錬施設の実地調
査など、海外での活動経験も豊富です。
　このようなキャリアに基づ いて、リサイクルや製錬をはじめとして国内外問わず
当社事業全体に対してご意見やご助言をいただくこと により、当社の経営へ大きく
寄与することが期待できると判断し、当社社外取締役として選任し、職責を果たして
いただいております。
また、一般株主と利益相反が生じるおそれがないこと、社外取締役として独立した立
場で経営の監督を行う予定であることから、独立役員として指定しております。

福澤元氏は、当社の主要な借入先であるみずほ銀行株式会社の持株会社
である株式会社みずほフィナンシャルグループやその関連会社であるア
セットマネジメントOne株式会社に勤務しておりましたが、2018年の退
任から相当の期間が経過し、十分な独立性を有していると判断しており
ます。

小泉淑子氏は、弁護士として長年にわたり企業法務や海外取引案件に深く携わってい
るほかInter-PacificBar Associationにおいて役員や女性ビジネス・ロイヤー委員会委員
長として活躍してきました。このような幅広い活動を通じて培われた同氏の知見や経
験は、コンプライアンスを含め当社事業の推進においても大きな貢献が期待できると
判断し、当社社外取締役として選任し、その職責を果たしていただいております。
また、一般株主と利益相反が生じるおそれがないこと、社外取締役として独立した立
場で経営の監督を行っていることから、独立役員として指定しております。

佐藤公生氏は、日鉄鉱業㈱において、長年営業分野で手腕を発揮し、要職を歴任後に
同社代表取締役社長を務めました。当社グループ外の企業における代表者の経験によ
り、今後、事業を運営していくにあたって有益なご意見やご指導をいただくことで大
きな貢献が期待できると判断し、当社社外取締役として選任し、職責を果たしていた
だいております。
また、一般株主と利益相反が生じるおそれがないこと、社外取締役として独立した立
場で経営の監督を行っていることから、独立役員として指定しております。

該当状況についての説明（※４）番号

大庭　浩一郎
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コード 5714

定時株主総会に社外役員の選任議案が付議されるため。

佐藤　公生
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独 立 役 員 届 出 書

異動内容
本人の
同意

異動（予定）日

役員の属性（※２・３）
番号 独立役員

DOWAホールディングス株式会社

小泉　淑子

選任の理由（※５）

2024/6/4

福澤　元

2024/6/25

会社名

提出日

山口純子氏は、日本電信電話㈱において人事、広報、営業等の多様な職種で活躍され
た後、㈱ＮＴＴ東日本-南関東の常勤監査役や日本曹達㈱の社外取締役を務めまし
た。
異業種での幅広い経験に基づいたご指導やご助言により、当社経営へ新たな価値観を
もたらしていただくことで、さらなるイノベーションの実現が期待できると判断し、
当社社外取締役として選任をお願いするものです。
また、一般株主と利益相反が生じるおそれがないこと、社外取締役として独立した立
場で経営の監督を行う予定であることから、独立役員として指定しております。

独立役員の資格を充たす者を全て独立役員に指定している（※１）
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４．補足説明

※１ 社外役員のうち、独立役員の資格を充たす者の全員について、独立役員として届け出ている場合には、チェックボックスをチェックしてください。
※２ 役員の属性についてのチェック項目

　a．上場会社又はその子会社の業務執行者
　b．上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与（社外監査役の場合）
　c．上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役
　d．上場会社の親会社の監査役（社外監査役の場合）
　e．上場会社の兄弟会社の業務執行者
　f．上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者
　g．上場会社の主要な取引先又はその業務執行者
　h． 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家
　i． 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）
　j． 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）
　k． 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）
　l． 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）
以上のa～lの各項目の表記は、取引所の規則に規定する項目の文言を省略して記載しているものであることにご留意ください。

※３ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」を表示してください。
近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」を表示してください。

※４ a～ｌのいずれかに該当している場合には、その旨（概要）を記載してください。
※５ 独立役員の選任理由を記載してください。

当社では、より実効性の高いコーポレートガバナンスを実現する施策の一環として、
監査役会をより強化していくことが必須の課題であると考えております。特に、財
務・会計に関しては、数字の正確性や法律・基準等への適合性を確認するだけでな
く、実際の企業実務も踏まえた監査を行う必要があることから、企業実務に精通した
人材の選任とそれに伴う監査役会の機能強化が急務であると考えております。
小室真吾氏は、財務・会計の業務に長く従事した経験から、当社の求める監査役の役
割を遂行するに十分な知見を有しているだけでなく、経営企画や、海外事業所での勤
務、企業の代表取締役等、多岐にわたる経験を有しております。このような経験によ
り培われた見識から、様々な角度で当社を監査することが可能であり、当社の監査役
として非常に高い適正があると認識しています。今後、当社のコーポレートガバナン
スをさらに強化するにあたって他に得難い人材であり、独立性の観点を踏まえてもサ
ステナブルな企業経営に大きく資するものと判断したため、当社の社外監査役として
選任し、その職責を果たしていただいております。
また、一般株主と利益相反が生じるおそれがないこと、社外監査役として独立した立
場で経営の監督を行う予定であることから、独立役員として指定しております。

大庭浩一郎氏は、弁護士として長年企業法務に従事していることから、コンプライア
ンスやガバナンスに関して深い知見を有しております。さらに、他社の社外取締役の
経験があります。法律と経営の双方の視点により監査が可能であることは、当社の事
業運営において非常に重要であるため、当社の社外監査役として選任し、その職責を
果たしていただいております。
また、一般株主と利益相反が生じるおそれがないこと、社外監査役として独立した立
場で経営の監督を行う予定であることから、独立役員として指定しております。

堤あづさ氏は、有限責任あずさ監査法人において長年会計監査および会計コンサル
ティングに従事しており、財務・会計および内部統制に関する高い専門知識を有して
おります。このような経験から、特に会計面の監査において重要な役割を担うこと
で、当社のガバナンスやコンプライアンスのさらなる強化が期待できると判断し、当
社社外監査役として選任をお願いするものです。また、一般株主と利益相反が生じる
おそれがないこと、社外監査役として独立した立場で経営の監督を行う予定であるこ
とから、独立役員として指定しております。

　当社は、合理的に可能な範囲で調査した結果、社外取締役および社外監査役が次の項目のいずれにも該当しないと判断される場合に独立性を有している者と判断
します。
（１）当社または当社子会社（以下当社グループという）の業務執行者
（２）当社グループの主要な取引先となる者（直近事業年度の当社グループ連結売上高のうち、当該取引先への売上高が2％以上である者）またはその業務執行者
（３）当社グループを主要な取引先とする者（直近事業年度の当該取引先の連結売上高のうち、当社グループへの売上高が2％以上である者）またはその業務執行者
（４）当社グループの主要な借入先（借入額が直近事業年度の当社グループ連結総資産の2％以上である者）またはその業務執行者
（５）直近事業年度において、当社グループからの役員報酬以外に、当社から多額（個人の場合は1,000万円以上、法人、組合等の団体の場合は当該団体の連結売上
高や総収入の2％以上）の報酬を受けている専門家（弁護士、公認会計士、コンサルタント等）
（６）当社の会計監査人またはその監査法人に所属する公認会計士
（７）当社の10％以上の議決権を保有する株主またはその業務執行者
（８）上記（１）～（７）に該当する者の二親等以内の親族

小室真吾氏は、藤田観光株式会社において常勤監査役に就任しており、
当社取締役会長である山田政雄は同社の社外取締役に就任しておりま
す。
一方、当社と藤田観光株式会社とは施設の利用などの一般的な取引関係
はありますが、取引の金額は僅少です。
なお、実際に候補者として株主総会に提案する判断につきましては、そ
れぞれ独立して行っております。
　結果、当社では、役員の相互就任や株式保有の事実はあるものの、取
引の状況を鑑みて小室氏の独立性が阻害されることは無く、同氏を監査
役とする判断にも影響が無いと認識しております。


